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2. 最近の事業環境と今後の業績見通し 

3. 巻末資料 

ご注意 

※ 本資料に含まれる将来の予想に関する記載は、現時点における情報に基づき判断したものであり、今後、
内外の経済や情報サービス業界の動向、新たなサービスや技術の進展により変動することがあり得ます。
従って、当社グループとして、その確実性を保証するものではありません。 

 

※ 本資料に掲載されているサービス及び商品などは、株式会社NTTデータあるいは各社の登録商標または商
標です。 
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1. 2015年3月期 第2四半期実績 

瞳 
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2015年3月期 第2四半期決算のポイント 

（単位：億円【EPSを除く】） 

(*1)セグメント利益は税金等調整前当期純利益/四半期純利益を示す。 
(*2)2013年10月１日を効力発生日として１株につき100株の割合で株式分割を行いました。本記載については分割後の発行済株式総数にて算定しております。 

2015年3月期 
実績 

（4～9月） 
前年同期比 

2015年3月期 
第2四半期 
（7～9月） 

前年同期比 

受 注 高 7,244 
▲937 

▲ 11.5% 
2,869 

▲ 139 
▲ 4.6% 

売 上 高 6,958 
＋828 

+ 13.5% 
3,599 

＋411 
+ 12.9% 

営 業 利 益 220 
＋193 

+738.3% 
164 

＋189 
－% 

セグメント利益 195 
＋197 
－% 

151 
＋214 
－% 

当期純利益 71 
＋108 
－% 

67 
＋127 
－% 

EPS（円） 25.41円 
＋38.81円 

－% 
24.02円 

＋45.44円 
－% 

(*1) 

(*2) 
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受注高 

(*)連結値はその他/消去を含むため、各セグメントの単純合算とは整合しない。 

2015年3月期 
第2四半期累計 

（4～9月） 
前年同期比 

2015年3月期 
第2四半期 
（7～9月） 

前年同期比 

パブリック＆フィナンシャル 
（P&F） 

3,340 
▲ 1,059   
▲ 24.1% 

1,109 
▲ 359 

▲ 24.5% 

エンタープライズITサービス 
（E-IT） 

1,443 
▲ 312 

▲ 17.8% 
531 

▲ 109 
▲ 17.0% 

ソリューション＆テクノロジー 
（S&T） 

235 
▲ 16 

▲ 6.5% 
67 

▲ 3 
▲ 5.5% 

グローバルビジネス 
(GB) 

2,222 
+ 452 

+ 25.6% 
1,157 

+ 332 
+ 40.3% 

連結値 7,244 
▲937 

▲11.5% 
2,869 

▲139 
▲4.6% 

（単位：億円） 

P&F及びE-IT ：単体における前期の既存大規模案件の反動減等により減少 
S&T ：単体における前期の既存案件の反動減等により減少 
GB ：北米における前期の大規模案件の反動減はあるものの、連結拡大等により増加 
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売上高 

(*)セグメント別は内部取引を含む。 
(*)連結値はその他/消去を含むため、各セグメントの単純合算とは整合しない。 

P&F ：単体における新規顧客開拓及び既存大規模システムの規模拡大等により増収 
E-IT ：単体におけるユーティリティ及び流通・サービス等の増収 
S&T ：単体における既存案件の反動減等により減収 
GB ：連結拡大影響及び既存子会社の売上増等により増収 

2015年3月期 
第2四半期累計 

（4～9月） 
前年同期比 

2015年3月期 
第2四半期 
（7～9月） 

前年同期比 

パブリック＆フィナンシャル 
（P&F） 

3,307 
+ 70 

+ 2.2% 
1,730 

+ 65 
+ 3.9% 

エンタープライズITサービス 
（E-IT） 

1,310 
+ 39 

+ 3.1% 
685 

▲ 16 
▲ 2.4% 

ソリューション＆テクノロジー 
（S&T） 

835 
▲ 14 

▲ 1.7% 
423 

▲ 27 
▲ 6.1% 

グローバルビジネス 
(GB) 

2,215 
+732 

+ 49.4% 
1,127 

+ 376 
+ 50.1% 

連結値 6,958 
+828 

+ 13.5% 
3,599 

+ 411 
+ 12.9% 

（単位：億円） 
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2015年3月期 
第2四半期累計 

（4～9月） 
前年同期比 

2015年3月期 
第2四半期 
（7～9月） 

前年同期比 

パブリック＆フィナンシャル 
（P&F） 

203 
+ 97 

+ 92.0% 
143 

+ 134 
-% 

エンタープライズITサービス 
（E-IT） 

22 
+114 
-% 

21 
+ 63 
-% 

ソリューション＆テクノロジー 
（S&T） 

17 
▲ 4 

▲ 18.9% 
2 

▲ 8 
▲ 75.7% 

グローバルビジネス 
(GB) 

▲34 
 

【33】 

▲ 11 
▲ 48.2% 

【+2】 

▲10 
 

【23】 

+ 2 
+ 18.0% 

【+9】 

連結値 220 
+ 193 

+738.3% 
164 

+ 189 
-% 

営業利益 

（単位：億円） 

(*)セグメント別は内部取引や全社費用の配分額を含む。 
(*)グローバルビジネスセグメントの【】内数値はのれん償却額戻し後営業利益を示す。 
(*)連結値はその他/消去を含むため、各セグメントの単純合算とは整合しない。 

P&F 及びE-IT：単体における不採算案件の減少及び増収に伴い増益 
S&T ：単体の減収等により減益 
GB ：連結拡大によるのれん償却費等の影響により減益 



8 Copyright © 2014 NTT DATA Corporation 

[0.6％] 

単体   + 184 

単 体 

連単差額 

連単差額 + 10 

2014年3月期 
第2四半期累計 

（4～9月） 

2015年3月期 
第2四半期累計 

（4～9月） 

13 

[5.6％] 

220 

営業利益の増減 

単体は、不採算案件の減少及び増収に伴い増益 
連単差額は、連結拡大によるのれん償却費等の影響はあるものの、主に国内子会社等が増益 

[▲2.3％] 

単体   + 170 

単 体 

連単差額 

連単差額 + 19 

2014年3月期 
第2四半期 
（7～9月） 

2015年3月期 
第2四半期 
（7～9月） 

128 [6.7％] 

17 

164 

▲42 

【 2015年3月期 第2四半期累計（4～9月）】 

【 2015年3月期 第2四半期（7～9月）】 

26  [0.4％] 

[3.2％] 

[▲0.8％] 

36 

[4.6％] 

（単位：億円） 
[  ]内は 
売上高営業利益率 

（単位：億円） 
[  ]内は 
売上高営業利益率 

22 
3  

▲24  

206  
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セグメント利益 

(*)セグメント利益は税金等調整前当期純利益/四半期純利益を示す。 
(*)セグメント別は内部取引や全社費用の配分額を含む。 
(*)連結値はその他/消去を含むため、各セグメントの単純合算とは整合しない。 

2015年3月期 
第2四半期累計 

（4～9月） 
前年同期比 

2015年3月期 
第2四半期 
（7～9月） 

前年同期比 

パブリック＆フィナンシャル 
（P&F） 

206 
+118 

+ 133.9% 
145 

+ 160 
-% 

エンタープライズITサービス 
（E-IT） 

30 
+127 
-% 

22 
+ 74 
-% 

ソリューション＆テクノロジー 
（S&T） 

13 
▲ 8 

▲ 38.1% 
▲1 

▲ 12 
-% 

グローバルビジネス 
(GB) 

▲48 
▲ 9 

▲ 25.5% 
▲19 

+ 2 
+ 9.6% 

連結値 195 
+197 
-% 

151 
+ 214 

-% 

（単位：億円） 

各セグメントともに、主に営業利益の増減による影響 
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２. 最近の事業環境と今後の業績見通し 
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当社を取り巻く事業環境と今後の見通し(1/3) 

大手銀行 

地方銀行 

保険・証券・ 

クレジット・その他 

協同組織 

金融機関 

・業態全体の業績は横ばいから回復の萌芽が見受けられるが、コストダウン意欲は依然強く、共同化・アウトソーシングニーズは
継続している。 

・他行との差別化を図るための戦略システム（顧客情報管理 等）にも共同化ニーズの拡大が見込まれる。 

パ
ブ
リ
ッ
ク
＆
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル 

中央府省 

地方自治体・ 

地域ビジネス  

ヘルスケア 

・ 社会保障・税番号（マイナンバー）制度は、2013年5月に番号法が制定され、2016年1月の利用開始に向けて、 
      政府・自治体・金融機関・民間企業で導入に向けた動きが進められているが、競争激化やコスト削減要求の高ま
りにより、厳しい市場  環境となっている。 

・ アジアを中心とした日本企業の海外進出支援等による大手銀行のグローバル展開の動きがあり、ＩＴ投資が 
   見込まれる。 

・予算は全般的に引き締め傾向にあり、コスト削減要求の高まりや競争激化により、厳しい市場環境となっている。 
・社会保障・税番号（マイナンバー）制度に関して、2015年10月の個人番号の付番・通知から2017年の国・地方公共団体等の
連携に向け、マイナンバー関連の需要が発生する見込み。 

・政府の成長戦略や規制改革実施計画では、健康・医療が重点分野となっており、各省庁で予算化が進んでいる。 
・今後、健康長寿社会の実現に対応した新サービス・新産業の創出が図られる見込みであり、関係機関のＩＴ投資の増加が期待

される。 

・2014年6月に「世界最先端IT国家創造宣言」が改定され、引き続きIT投資の増加が期待されるものの、競争激化やコスト削減
要求の高まりにより、厳しい市場環境となっている。また、社会保障・税番号（マイナンバー）制度は、2016年1月の利用開始
に向けて、政府・自治体・金融機関・民間企業等で導入に向けた調達が始まっている。 

・地域も含めた国内景気は、動きが弱含んでいるものの、回復傾向が続いている。中小企業向けなどの融資も回復しつつある
が、近隣金融機関との金利競争など、依然として厳しい経営環境が続いており、IT投資の大幅な増加は期待できない。 

・組織の効率化・業務の外部委託などによる、コスト効率の向上を通じて、ITの戦略的領域への投資を進める動きが見られる。 

・ＩＴ投資への意欲は持続しており、継続的な投資が見込まれる。 
・既存業務の効率化やコスト削減効果が期待できる領域については一定のニーズが見込まれる。 
・アジアを中心とした日本企業の海外進出支援等による大手銀行のグローバル展開の動きがあり、ＩＴ投資が見込まれる。 

・保険：業界全体のIT投資状況は厳しいものの、新規チャネル・新商品・事務効率化等への投資が見込まれる。 
・証券：国内市況は活況に沸いた昨年と比べ一服となっているが、世界的に金融情勢が不透明な状況が続くものの、資産形成 
     分野の投資に対する姿勢の変化があり各社ともIT投資は行っていく傾向にある。 
・クレジット：ショッピング取引について前年比7～9％の伸び。また、増税の影響も軽微だった模様。投資環境は非常に上向いて 

    きており、「コスト削減案件」のほか「トップライン向上施策」へのＩＴ投資が見込まれる。 
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当社を取り巻く事業環境と今後の見通し(2/3) 

国内消費の回復に伴い、景況感は改善されつつあり、IT投資の増加も顕在化しつつある。ただし、新興国の成長鈍
化や原材料の高騰等の下振れリスクが懸念され、ＩＴ投資拡大の力強さについては今しばらく注視が必要な状況。 

エ
ン
タ
ー
プ
ラ
イ
ズ
Ｉ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス 

通信・放送・ 

ユーティリティ 

製造 

・テレコム業界では、スマートフォンの急拡大に伴うトラフィック増加に対するIT投資は一巡しつつあるが、インフラ・ネット
ワーク系設備への投資は、引き続き優先課題となっている。競争激化に伴う新サービス関連のＩＴ投資は期待できる一方
で、既存領域のIT投資については、更なるコスト削減が求められている。 

・ユーティリティ業界においては、エネルギーの効率的な利用(スマートメーターの導入)や制度変更(電力システム改革)等
に伴うIT投資の増加が期待できる。 

・国内消費の回復や公共投資の増加等を背景に、景況感は好転しつつある。グローバル競争力の強化に向けたシステ
ム整備や生産設備の強化等の取組みは継続的に行われ、サプライチェーンの可視化や物流基盤の再構築といっ
た需要の顕在化が期待される。 

・ただし、新興国の成長鈍化や原材料費の高騰等下振れリスクも残るため、一部では依然として慎重なＩＴ投資判断が行
われると想定される。 

流通・サービス 

・国内消費の回復に伴い、大手小売業では、積極的な出店や大規模な設備投資などで競争力を強化する動きが顕著。そ
のような中、店舗系システムへの投資や大規模なインフラ統合など、継続的なシステム更改に向けた IT投資の増加が期
待できる。 

・自社が有するPOSデータやソーシャルメディアの情報等を利用したBIや需要予測等、顧客分析の高度化に向けたIT投資
需要が顕在化している。   

・ネットと店舗を結びつける販売促進活動等、オムニチャネル戦略による売上拡大を目的としたIT投資需要は堅調に推移。 

ネットワーク 

データセンタ等 

・金融機関向けの需要は、BCP対策としての回線冗長化などを背景に引き続き堅調。 
・昨今のスマートデバイスの拡大を受け、法人向けのNWに関して無線LANの導入が増加傾向にある。 
 さらに、日系企業のグローバル進出に伴うNW需要についても拡大が見込まれる。 

・BCPの観点から、免震・耐震構造で自家発電設備や障害復旧環境を有するデータセンタ及びBCPオフィス設置の問い合
わせが継続している。また、顧客企業のグローバル化に対応する海外データセンタ及びサポートのニーズや、データセンタ
の省電力化に対するニーズも引き続き堅調。 

BCPの観点から、より信頼性の高いネットワークやデータセンターへの引き合いが堅調。 
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
＆ 

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー 
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当社を取り巻く事業環境と今後の見通し(3/3) 

グ
ロ
ー
バ
ル
ビ
ジ
ネ
ス 

APAC 

North America 

EMEA 

China 

Solutions 

米国経済の勢いは鈍化しつつあるものの、引き続き緩やかな回復期にあり、多くの業界で企業支出や投資計画が拡大している。
IT支出においては、公共分野で連邦政府の継続的なＩＴ支出削減の影響があるものの、企業の先行きへの自信が回復するにつれ、
今後のIT支出は企業向けソフトウェアやITサービス、とりわけ技術変革が進む関連分野が牽引すると予想される。 

Spain / 

 Latin America 

2014年4-6月期において、ユーロ圏全体でマクロ経済の持ち直しは一服している。イギリス経済は堅調だが、イタリアと、一過性
と見られる要因でドイツがマイナス成長に陥っている。 
顧客からの価格低減要求も継続しており、イタリアでは短期的にはＩＴ支出の回復は期待できない状況。一方で、ドイツ・イギリスで
は2014年のITサービス市場は成長が予想される。 

中国市場の法人ビジネスは引き続き拡大しており、中国市場に進出するＩＴ企業はeコマース・CRM・ビジネスインテリジェンスなど販
売・顧客関連分野への投資を非常に積極的に行っている。 
ただし、中国政府が企業に対する独占禁止法の適用を厳格化しており、巨額の罰金を科せられた欧州・日本企業も出てきている。
現時点での影響はさほど大きくないと思われるものの、長期的には影響が懸念される。 

2014年4-9月期において、タイ、インド、インドネシアの各市場は政治的な影響を受けたが、APAC全体の市況は中期的に堅調な
推移が見込まれる。 
ＩＴ業界においては金融サービス業界、特にペイメント分野に新しいビジネス機会が見込まれている。また、市場は小規模ではある
もののインフラ業界・輸出志向産業・ODAが主導する市場などに成長の可能性が高い。 

SME（中小企業）向けSAPサービスでは、顧客のIT投資に対する姿勢は地域と業種ごとに異なるもののSAPのソリューションとアウト
ソース事業の成長が底堅い。 
HANA（High-Performance Analytic Appliance)・アナリティクス・モバイル技術・クラウドコンピューティングの分野での新規市場拡
大も期待される。 

スペイン・中南米地域においては安定的な経済成長が見られるが、ＩＴ投資に関しては、スペインの、特に銀行・通信分野で予算
の削減傾向が続いている。中南米では特にBPO・アウトソーシングサービスの成長が著しいが、インフレとITスキルをもった人員の
不足が生産コストに影響。 
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2013年3月期 

売上高 

2014年3月期 

売上高 

2015年3月期 

売上高（予想） 

2016年3月期 

売上高（予想） 

国内ビジネスの状況と今後の見通し 

10,800億円～ 

国内ビジネスについては、「リマーケティング」「戦略的Ｒ＆Ｄ」といった中期経営計画の取組みのもと、
各セグメントごとに具体的戦略を推進し、引き続きビジネス拡大を目指す。 

P&F 

S&T 

P&F 

E-IT 

S&T 

10,706億円 

E-IT 

【公共分野】 
 既存ビジネスの更改案件堅守 
 中央と地方が一体となった新規ビジネス創出 
 「公共」の枠を超えた新規領域拡大 
【金融分野】 
 メガバンク・地銀向けビジネスの拡大 
 保険・共済、クレジット分野の 

新規顧客、新規サービス拡大 

【法人分野】 
 ユーティリティ業界、製造業、流通・サービス 
  業界でのビジネス拡大 

 BigData等のｿﾘｭｰｼｮﾝ拡販 
 ITO、BPO等による新規顧客開拓 

10,540億円 
10,450億円 

P&F 

S&T 

E-IT 
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2013年3月期 

売上高 

2014年3月期 

売上高 

2015年3月期 

売上高（予想） 

2016年3月期 

売上高（予想） 

海外ビジネスの状況と今後の見通し 

2,313億円 

4,300億円～ 

大型M&Aにより、中計の目標は1年前倒しで達成、2016年3月期に4,300億円を目論む。   
今後は、Global 2nd Stageを見据え、各領域での競争力強化を通じた事業拡大、日本の強みと
グローバルリソースのシナジーを発揮した収益力強化に取り組む。 

North America 

EMEA 

China 
APAC 

Solutions 

North America 

EMEA 

China 
APAC 

Solutions 

everis Group 

 市場の深耕・市場成長に応じた拡大 
 顧客基盤の拡充とケイパビリティ強化 
 グローバルＳＡＰビジネスの成長 
 日本からのインフラ輸出等、国内ノウハウの展開 

2,987億円 

4,060億円 
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Global IT Innovator 
Global 3rd Stage 

Global 2nd Stage 
グローバルブランドの確立 

Global 1st Stage 

25% 海外売上比率 

50% 

             Global Synergy 
     日本の強みとグローバル 
     リソースのシナジーを発揮した 
   収益力強化 
 

                 Local Presence 
                  各領域での競争力強化を 
                  通じた事業拡大 
 

日本国外の事業基盤づくり 
 ~地理的カバレッジの拡大~ 

Global 2nd Stage 
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2014年3月期 2015年3月期（予想） 2016年3月期（予想） 

83円 

131円 

200円 

EPS200円達成に向けた取り組み 

625億円 

 ✓不採算案件の削減：＋150億円～ 
 ✓売上増に伴う利益増・コスト削減：＋50億円～ 
 ✓海外ビジネス改善：～＋20億円 

 ✓不採算案件の削減 
 ✓売上増に伴う利益増・コスト削減 
 ✓海外ビジネス改善 

850億円 

―   EPS 

■■ 営業利益 
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2015年3月期 通期連結業績見通し 

2014年3月期 
実績 

2015年3月期 
予想 

前期比 

受 注 高 14,002 13,200 
▲ 802 
▲ 5.7% 

売 上 高 13,437 14,600 
+ 1,162 
+8.6% 

営 業 利 益 625 850 
+ 224 

+ 35.8% 

営業利益率 4.7% 5.8% + 1.1P 

セグメント利益 542 750 
+ 207 

+ 38.2% 

当期純利益 232 370 
+ 137 

+ 58.9% 

EPS（円） 83.02円 131.90円 
+ 48.88円 
+ 58.9% 

年間配当金（円） 60円 60円 ±0円 

（単位：億円【営業利益率、EPS、年間配当金を除く】） 

(*) 

(*)セグメント利益は税金等調整前当期純利益/四半期純利益を示す。 
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中期経営計画の目標 

Ｇｌｏｂａｌ ＴＯＰ ５  
売上高１．５兆円 超 

（2012年3月期比 ＋2,500億円以上） 

ＥＰＳ ２００円 
（ 2012年3月期比 ＋85%） 

中期経営計画の目標値(2016年3月期) 
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３. 巻末資料 
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連結業績 

（単位：億円, % 【営業利益率を除く】） 

  
2015年3月期 2Q 対前年 2015年3月期 2Q 対前年   2015年3月期 

累計実績（4～9月） 同期比（％） 実績（7～9月） 同期比（％）   通期予想 

受注高 7,244  △11.5  2,869  △4.6    13,200  

受注残高 14,185  +2.0        13,030  

売上高 6,958  +13.5  3,599  +12.9  14,600  

売上原価 5,355  +9.7  2,751  +5.5  11,000  

売上総利益 1,603  +28.4  847  +46.3  3,600  

販売費及び一般管理費 1,382  +13.2  682  +13.0  2,750  

  販売費 636  +12.3  324  +16.8  1,270  

  研究開発費 62  +5.3  31  +3.0  130  

  管理費等 684  +14.8  326  +10.4  1,350  

営業利益 220  +738.3  164  - 850  

  営業利益率 3.2  +2.8  4.6  - 5.8  

経常利益 195  - 151  - 750  

特別損益 - +100.0  - +100.0  -  

税金等調整前当期純利益 195  - 151  - 750  

法人税等他 124  +249.5  83  - 380  

当期（四半期）純利益 71  +289.7  67  - 370  

    

設備投資 581  △19.5  319  △29.2  1,400  

減価償却費等 770  +10.6  387  +14.8  1,600  

  
          

        

（＊） 「法人税等他」には、「法人税、住民税及び事業税」のほか「法人税等調整額」及び「少数株主損益」を含む。 
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外部顧客向け売上高 

（単位：億円） 

          2014年3月期 2Q 2015年3月期 2Q 2015年 3月期 

          累計実績（4～9月） 累計実績（4～9月） 通期予想（4～3月） 

パブリック＆フィナンシャル 3,156 3,223 7,140 

エンタープライズITサービス 1,237 1,287 2,710 

ソリューション＆テクノロジー 321 297 680 

グローバルビジネス 1,409 2,143 4,060 
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顧客分野別受注高（国内外部顧客向け）  

（単位：億円） 

  
2014年3月期 2Q 2015年3月期 2Q 2015年3月期 

累計実績（4～9月） 実績（4～9月） 通期予想 

  パブリック＆フィナンシャル 

   (再掲)  中央府省関係・海外公共機関等   1,399  761  1,200  

    地方自治体・地域ビジネス   618  642  1,050  

    ヘルスケア   90  91  150  

    銀行   1,035  714  1,500  

    協同組織金融機関   640  538  780  

    保険・証券・クレジット   507  519  980  

    決済サービス   93  54  130  

  エンタープライズITサービス 

   (再掲)  通信・放送・ユーティリティ   588  524  1,070  

    製造   683  548  920  

    流通・サービス   269  288  480  

  ソリューション＆テクノロジー 

  (再掲) ネットワーク   14  9  20  

    データセンタ等   138  138  215  

（＊） ソリューション＆テクノロジーカンパニーの外部顧客向け受注高には他カンパニー経由の案件を含まない。 
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顧客分野別売上高（国内外部顧客向け） ・製品及びサービス別売上高 

（単位：億円） 

  
2014年3月期 2Q 2015年3月期 2Q 2015年3月期 

累計実績（4～9月） 実績（4～9月） 通期予想 

  パブリック＆フィナンシャル         

   (再掲)  中央府省関係・海外公共機関等   582  622  1,450  

    地方自治体・地域ビジネス   368  386  1,000  

    ヘルスケア   65  61  170  

    銀行   799  781  1,680  

    協同組織金融機関   435  510  970  

    保険・証券・クレジット   491  452  980  

    決済サービス   400  398  820  

  エンタープライズITサービス 

   (再掲)  通信・放送・ユーティリティ   489  487  1,050  

    製造   447  460  980  

    流通・サービス   218  252  500  

  ソリューション＆テクノロジー 

  (再掲) ネットワーク   109  99  210  

    データセンタ等   151  140  330  

  統合ITソリューション                          2,118  2,230  4,320  

  システム・ソフト開発                          1,486  1,707  4,360  

  コンサルティング・サポート                          2,256  2,756  5,390  

  その他                             268  263  530  

  製品及びサービス別の売上高（外部顧客向け） 合計                          6,130  6,958  14,600  

    

（＊） ソリューション＆テクノロジーカンパニーの外部顧客向け売上高には他カンパニー経由の案件を含まない。 
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単体業績（収支・受注） 

  
2014年3月期 2Q 2015年3月期 2Q 2015年3月期 

累計実績（4～9月） 実績（4～9月） 通期予想 

受注高 4,961  3,555  6,230  

受注残高 10,961  10,624  9,580  

売上高 3,616  3,693  7,950  

売上原価 3,027  2,936  6,100  

売上総利益 588  756  1,850  

販売費及び一般管理費 566  550  1,170  

  販売費 257  260  560  

  研究開発費 48  53  110  

  管理費等 259  236  500  

営業利益 22  206  680  

  営業利益率 0.6  5.6  8.6  

経常利益 90  264  650  

特別損益 △13  - - 

税引前当期純利益 77  264  650  

法人税等他 1  71  210  

当期（四半期）純利益 76  192  440  

  

設備投資 634  447  1,150  

減価償却費等 571  601  1,320  

（＊） 「法人税等他」には、「法人税、住民税及び事業税」のほか「法人税等調整額」を含む。 

（単位：億円, % 【営業利益率を除く】） 
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受注残高の推移 

11,661 11,565 11,319 11,402 

13,414 
13,030 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

10,000 

11,000 

12,000 

13,000 

14,000 

2010/3 2011/3 2012/3 2013/3 2014/3 2015/3（予想） 

(億円) 
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四半期情報（連結） 

■売上高 

■営業利益 

■受注高 
（単位：億円、％） 

4,330

2,467 
2,389 

2,783 

5,172 

3,009 
2,811

3,009

4,374 

2,869 
6%

24%

0%

11%
19%

22% 18%
8%

-15%

-5%

-40%

-20%

0%

20%

40%

0

2,000

4,000

6,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

2013/3 2014/3 2015/3

受注高 前年同期比（右軸）

2,940

3,108 

3,070 

3,900 

2,941 

3,188 

3,295

4,012

3,359 
3,599 9%

3%

-3%

8%

0%

3%

7%

3%

14%
13%

-20%

-10%

0%

10%

20%

0

2,000

4,000

6,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

2013/3 2014/3 2015/3

売上高 前年同期比（右軸）

133 168 187 

368 

51 

△ 24

230

368

55 

164
15%

-13%
-9%

27%

-62%

23%
0%

8%

-70%

-35%

0%

35%

70%

-200

0

200

400

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

2013/3 2014/3 2015/3

営業利益 前年同期比(右軸）
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為替レート（海外グループ会社の受注高・収支換算レート） 

（単位：円、%） 

  

2014年3月期 
上期実績レート 

2015年3月期  
上期実績レート 

前期比（%） 
  

2014年3月期 
実績レート 

2015年3月期 
通期予想の 
前提レート 

前期比（%） 

① ② （②-①）/① ③ ④ （④-③）/③ 

USD（米ドル） 98.70 102.96 +4.3 100.11 102.00 +1.9 

EUR（ユーロ） 
（12月決算会社） 

125.50 140.38 +11.9 129.58 137.00 +5.7 

EUR（ユーロ） 
（3月決算会社） 

129.89 138.82 +6.9 134.26 137.00 +2.0 

RMB 
（中国人民元） 

15.44 16.61 +7.6 15.87 17.10 +7.8 
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会計事務所向け仮想デスクトップサービス「達人クラウド™」の提供を開始 

会計事務所内 

・端末交換ですぐに復元が可能 

データセンター 

ＩＴの専門家が 
サポート 

外出先（顧問先等） 

・いつでも、どの端末からでも利用が可能 

インターネット 

ＯＳもアプリもデータも、すべて堅牢なデータセンタに保管 

・端末内にデータが保存されないので、 
 端末紛失時の情報漏えいリスクを軽減 

「達人クラウド」は、各個人のWindowsデスクトップ環境と、そのデスクトップ環境上で動作する
税務業務支援ソフト「達人シリーズ」を含む各種アプリケーションをデータセンターに設置された
サーバーに格納し、インターネットに接続した端末から利用できるようにします。これにより利用
者はノートパソコンやiPad等利用する端末を選ばず、いつでも会計事務所と同じデスクトップ
環境で業務を進めることができます。 
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「共同MCIFセンター」に武蔵野銀行、四国銀行が参加を決定 

②ナレッジ・ラボ：利用行の営業ノウハウやデータ活用技術を共有 

ノウハウ共有 

金融マーケティング 
モデル開発 

人材育成 

共同ＭＣＩＦセンター（システム構築：ＮＴＴデータ） 

各行チャネル 
（ＣＲＭ・ＡＴＭ・   

call center・ＤＭ・ 
 e-mail・・・ｅｔｃ） 

お客さまのニーズを 
適時・的確に捉えた 

商品・サービスの提供 
|| 

高度なマーケティング 
戦略の実現 

お客さま 

各 行 行 員 

分析･モデル開発専門家 

開発支援 
成 
果 

地域金融機関向け共同利用型のマーケティングサービス「共同MCIFセンター(＊)」に、武蔵野銀行、四国銀行が参
加を決定。参加行は単独でMCIFシステムを導入する場合に比べ大幅なシステムコストの削減を実現。また、営業
ノウハウやデータ活用技術の共有により精度の高いマーケティングモデルの開発および効果検証を可能に。 

①共同ＭＣＩＦシステム：データの蓄積、マーケティング分析 

各行のデータ収納 

北海道 

北越 

四国 

群馬 横浜 

武蔵野 

京都 

西日本ｼﾃｨ 

北陸 

2015年サービス開始予定 

データ分析 

(*)共同ＭＣＩＦセンターへの参加には、地域金融マーケティング研究会への参加が必要となります 
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大阪取引所の次期デリバティブ売買システムの開発ベンダーとして選定 

 デリバティブ売買システムの統合対応に引き続き、次期デリバティブ売買システムの開発ベンダー
に選定 

 次期デリバティブ売買システムの開発は、日本取引所グループ様の中期経営計画の重点戦略の
一つとして掲げている「デリバティブ市場の拡大」をインフラ面から支える重要な取組み 

 2016年中の稼働に向け、2014年8月次期デリバティブ売買システムの開発に着手 

2013年、東京証券取引所と大阪証券 
取引所（現：大阪取引所）の合併により 
日本取引所（ＪＰＸ）が誕生 

大阪取引所 
 次期デリバティブ売買システム 
     （2016年稼働予定） 

・拡大するデリバティブ市場に対応 
・取扱商品の拡大 
・リスク管理機能の強化 

日本取引所 

デリバティブ 
売買システム 

デリバティブ 
売買システム 

2014年 
統合 

大阪取引所 東京証券取引所 
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ITアウトソーシング・オペレーションセンターの運用 

・事業継続性に優れた、「品川データセンター」を開設。ITインフラの運用・管理に課題を抱える大手企業向けを中心と 
 して、プライベートクラウドの提供や、ITO事業の拡大を図る。当センター内には、 「ITアウトソーシング・オペレーション 
 センター」を設置しており、当社が提供する国内外のデータセンターサービスの運用集約拠点として活用する予定。 
・ITアウトソーシング・オペレーションセンターでは、IT基盤を構成する「Network」・「Data Center」・「Cloud」・「Facility」・ 
 「Security」の各機能の運用体制を集約し、迅速に対応することが可能。 

User Operator 

問合せ 

トラブル発生 

Network 

Cloud Facility Data Center 

Security 

受付・連絡 各領域の技術者がその場で打合せ・
連携して迅速に対応 

連絡 

従来、複数の居室、拠点に分散していた各領域の技術者を集約し、密接
に連携しながら、お客様システムの各種問題に対処する。 

品川データセンターおよびＩＴアウトソーシング・オペレーションセンター開設 



33 Copyright © 2014 NTT DATA Corporation 

HM Treasury（英国財務省）へのＩＴサービス提供  

Implementation services 

• 新規ITインフラの構築 

• サービスデスク提供 

• 他サプライヤーとのコーディネー
ションを含む、プログラムマネジ
メント 

• デスクトップ、LAN、モバイル機
器等の管理アプリケーション 

• クラウドホスティング、リモートア
クセス環境の提供 

• Dimension Dataとの連携 

HM Treasury 
(英国財務省） 

(*) Core ICT 2015プログラム 
HM Treasury（英国財務省）が推進するITインフラ、サービス及びアプリケーションの更改に関する取り組み。中小の新規サプライヤーの参画を促進し、
競争による効率的なサービス提供を目的とする。 

当社英国子会社であるNTT DATA UK Limitedは、HM Treasury（英国財務省）からCore ICT 2015
プログラム（*）の一端を担うITサービスを受注。契約期間は３年で、英国財務省のCore ICT 2015
サービスに関する他のサプライヤーのコーディネーション、クラウドホスティング、アプリケーション管理   
サービスなどを提供。 

Service integration 
services 

Core application services 
Core application platform 

services 
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